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「一般社団法人日本手外科学会」定款施行細則第 6号 

専門医制度細則 
 

第 1 章 総 則 

（適用） 

第1条 一般社団法人日本手外科学会（以下｢本学会｣という）は，本学会の専門医制度 

に関する規則について定款第 2条に規定することの他にこの細則を定める． 

 

（名称） 

第2条 定款第 2条に定める専門医の名称は，一般社団法人日本手外科学会認定手外科 

専門医（以下「専門医」という）と称し，英文では Qualified Hand Surgeon 

certificated by the Japanese Society for Surgery of the Hand（略称，QHS-JSSH）

と表示する． 

 

（目的） 

第3条 本学会認定専門医制度は，手外科学の進歩発展を図ると共に高度な専門的知識 

と技術を修得した専門医を育成し，もって国民医療の向上に貢献することを目的

とする． 

 

 

第 2 章 委員会 

（委員会の設置） 

第4条 この制度の運営のため，運営上必要な以下の委員会を設置し業務を分担する． 

専門医制度委員会 

（1） カリキュラム委員会 

（2） 専門医資格認定委員会 

（3） 専門医試験委員会 

（4） 施設認定委員会 

2. 理事長は，理事会の議を経て委員会の設置及び廃止をすることができる． 

3. 委員会の設置に関して特別に定めのない事項は，本学会定款第 51条及び本学会 

の定款施行細則第 5号「委員会及び委員に関する細則」によるものとする． 

 

 

第 3 章 専門医の認定 

（専門医申請資格） 

第5条 専門医の認定を申請する者（以下「申請者」という）は，次の各号に定めるす 

べての資格条件を具えていなければならない． 

（1） 基盤学会（日本整形外科学会或いは日本形成外科学会）専門医であるこ

と 
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（2） 基盤学会の内容に沿った研修カリキュラムの内、手外科に関するものを

共有すること 

（3） 申請時において 5年以上引き続き本学会（旧「日本手の外科学会」にお 

いて正会員であった期間含む）の正会員であること。もしくは、同等の学

識ならびに修練を積んだと認められるものについては、専門医資格認定委

員会の検討の上、認める場合がある。 

（4） 通算 5年以上の手外科に関する研修期間を有し，そのうち日本手外科学

会認定研修施設（以下「研修施設」という）で通算 3年以上の研修期間

を有すること、かつ、基盤学会専門医取得後、3年間の手外科診療の実

績を有すること 

（5） 以下に定める手術経験（件数）を有すること 

① 申請者の受け持った患者のうち，直接手術に関与した症例：60症例 

 （症例一覧表の提出を要する） 

② 申請者が術者として手術を行った症例：10症例（所定の病歴要約の 

提出を要する） 

但し，上記①60 症例の 1/3以上，②10症例の 1/2以上は専門医のもとで

行った症例に限る．また，①，②の症例には以下の 3 項目すべてを含め

る．各項目の内容は手外科専門医研修カリキュラムの範囲内とする． 

Ⅰ．皮膚・皮下組織・筋腱 

Ⅱ．神経・血管・リンパ管 

Ⅲ．骨・関節・靭帯 

基盤学会の研修プログラムにおいて、研修中に経験した症例も当学会の

申請症例として認める． 

      (6) 以下に定める検査経験（件数）を有すること 

  申請者の受け持った患者のうち，直接検査に関与した症例：15症例以上 

 但し、前項で定める手外科専門医研修カリキュラム 3 項目で各 5 症例以

上（研修医記録に記載し提出を要する） 

      (7) 以下に定める処置経験（件数）を有すること 

        申請者の受け持った患者のうち，直接処置に関与した症例：15症例以上 

 但し、前々項で定める手外科専門医研修カリキュラム 3 項目で各 5 症例

以上（研修医記録に記載し提出を要する） 

(8) 以下に定める手外科学に関する研修実績（学会参加，教育研修会参加， 

セミナー参加）及び一定の業績（学会発表，論文発表）を有すること 

① 研修実績 

  （ⅰ）手外科の研修年限 5年以上のうちの通算 3年以上は専門医の指 

導のもとで行われなければならない． 

 （ⅱ）研修内容は本学会の手外科専門医研修カリキュラムに沿った 

   ものであることを要する． 

 （ⅲ）最近 5年間に 3回以上，本学会学術集会に参加していること 

   を要する． 

 （ⅳ）最近 5 年間に 1 回以上は秋期教育研修会を受講していることを
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要する． 

 （ⅴ）最近 5年間で本学会が認定する教育研修講演（1講演 1時間 1単 

   位を原則とする）を受講し，50単位以上取得していること． 

但し，必要単位の 1／2以内を限度に自己申告により，学会発表，

論文発表，学会又は研究会参加などで単位を取得することがで

きる．  

     取得単位換算は，以下の基準による． 

 

1. 学会参加：本学会学術集会（8単位），日本医学会総会(4単位) ,

日本整形外科学会学術総会及び基礎学術集会（4単位），日本形

成外科学会学術集会及び基礎学術集会（4単位），日本マイクロ

サージャリー学会（4単位），日本肘関節学会（4単位），日本末

梢神経学会（4単位），東日本手外科研究会（2単位），中部日本

手外科研究会（2単位），九州手外科研究会（2単位），その他の

手外科関連国内学会・研究会（2単位）, その他の手外科関連国

際学会・研究会（2単位） 

 

 2. 学会発表（主演者に限る）：本学会，日本医学会，日本整形

外科学会及び基礎学会，日本形成外科学会及び基礎学会，日本

マイクロサージャリー学会、日本肘関節学会，日本末梢神経学

会での手外科に関する発表（各 2単位），上記以外の学会での手

外科に関する発表（1 単位） 

3. 論文発表（主著に限る）：本学会雑誌（2単位），査読制度の

ある国内雑誌（1単位），査読制度のある外国雑誌（2単位）での

手外科に関する論文 

 4. 講演：本学会の主催する教育研修会での講演（2単位），本学

会の認定する教育研修講演（1単位） 

(ⅵ) 教育研修講演の認定については，理事会で別に定める． 

② 業績 

 （ⅰ）最近 5 年間に本学会学術集会または、日本整形外科学会学術集

会、日本形成外科学会学術集会において，主演者として 1 回以

上の手外科に関する学術発表を行っていること． 

 （ⅱ）最近 5 年間に手外科に関する主著論文が 2 編以上あること．そ

の内，本学会雑誌，日本整形外科学会雑誌，日本形成外科学会

会誌，日本マイクロサージャリー学会会誌，Peripheral Nerve 末

梢神経，Hand Surgery Asian volume，その他査読制度のある英

文誌などに掲載された 1 編以上の主著論文を有すること。（申

請時に受理されている論文を含む） 
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（専門医申請及び資格審査） 

第6条 審査は毎年 1回行う．理事長は前年の 9月末日までに，申請受付期間と専門医 

    試験の期日を公示するものとする． 

2. 専門医の認定を申請する者（以下「申請者」という）は，次の各号に定める書 

   類及び審査料（書類審査料 30,000円及び受験料 50,000円）を添えて，定められ 

    た期日までに専門医資格認定委員会に提出する．なお，一旦提出した審査料は，     

理由の如何にかかわらず返還しない． 

・ 専門医認定申請書（別紙 1様式 1-1） 

・ 研修医記録（別紙１様式 1-2） 

3. 申請書・業績目録等の提出書類の書式は専門医制度委員会が作成し，理事会の 

   承認を得て定める． 

4. 受験資格に関する書類審査は，専門医資格認定委員会が行う．専門医資格認定

委員会は，書類審査の結果を申請者に通知するものとする． 

5. 前条ならびに前項にかかわらず、理事会で承認を得た者は受験資格を満たした

ものとする。 

 

（専門医試験） 

第7条 理事長は，専門医資格認定委員会が申請資格を有すると判定した者に対して専

門医試験（以下「試験」という）を行う． 

2. 試験問題の作成，試験の実施，運営は専門医試験委員会が行う． 

3. 最終的な合否判定は理事会が行う． 

4. 受験者には合否の最終結果のみを通知する． 

5. 試験に不合格であった者も，第 5 条の条件を満たせば次年度以降の受験資格を 

有する． 

 

（専門医の認定及び登録） 

第8条 理事長は，専門医試験委員会の合否判定に基づき専門医として適格と認められ

た者に対して，理事会の議を経て認定し専門医資格決定通知を交付する． 

2. 事務局に専門医登録簿を置き，必要な事項を記載する． 

3. 専門医資格決定を受けた者で登録料 20,000円を納付した者に対して，本学会の 

専門医として登録し専門医認定証を交付する． 

4. 資格決定通知発送後 1年以内に登録手続きを完了しない場合は，資格決定は失 

効する．  

 

 

第 4 章 専門医の資格更新 

（専門医の資格更新） 

第9条 専門医の資格は，資格取得後 5年ごとに行われる専門医資格の更新に関する審 

査（以下「更新審査」という）により適格と判定された場合に更新される． 

 

（専門医更新申請資格） 
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第10条 専門医資格の更新を申請する者（以下「更新申請者」という）は，申請時にお

いて次の各号に定めるすべての資格条件を具えていなければならない． 

（1） 基盤学会専門医であること 

（2） 申請時において 5年間引き続いて本学会の会員であること 

（3） 以下に定める研修実績を有すること 

① 最近 5年間に，本学会学術集会に 2回以上参加していること 

② 最近 5 年間に本学会が認定する教育研修会講演を受講し，50 単位以

上取得していること．但し，必要単位の 1/2 を限度に自己申告によ

り，学会発表，論文発表，学会又は研究会参加などで単位を取得する

ことができる．なお，取得単位換算は，第 5条第 5号①(ⅴ)に定める

基準による． 

(4) 最近 5年間で 150 件の症例提出を求める．  
 

（専門医更新申請及び更新審査） 

第11条 更新審査は毎年 1回行う．理事長は前年の 9月末日までに，申請受付期間を公 

示するものとする． 

2. 専門医の更新認定を申請する者（以下「申請者」という）は，次の各号に定め 

る書類及び審査料 30,000円を添えて，定められた期日までに専門医資格認定委員

会に提出する．なお，一旦提出した審査料は，理由の如何にかかわらず返還しな

い． 

・ 専門医更新認定申請書（別紙 1様式 2-1） 

・ 専門医記録（別紙 1様式 2-2） 

3. 申請書等の提出書類の書式は専門医制度委員会が作成し，理事会の承認を得て 

定める． 

4. 更新審査は，専門医資格認定委員会が行う． 

5. 疾病，不慮の事故，長期海外出張（留学を含む）など，やむを得ない事情によ 

り更新審査の申請ができない場合は，理事長に更新審査の猶予を申請することが

できる．猶予の申請は，専門医資格認定委員会で審査し判定する．猶予の期間は

更新年 1年に限るが，留学の場合は事情を勘案し猶予期間を延長することがある． 

  6.  前項により更新審査を猶予された場合、第 9 条の規程にかかわらず、次に認め

られる認定期間は猶予期間を含めるものとする． 

 

（専門医の更新認定及び登録） 

第12条 理事長は，専門医資格認定委員会の審査結果に基づき更新が適当と認められた 

者に対して，理事会の議を経て認定し専門医資格決定通知を交付する． 

2. 事務局に専門医登録簿を置き，必要な事項を記載する． 

3. 専門医資格決定を受けた者で登録料 20,000円を納付した者に対して，本学会の 

専門医として登録し専門医認定証を交付する． 

4. 資格決定通知発送後 1年以内に登録手続きを完了しない場合は，資格決定は失 

効する．  
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第 5 章 専門医の資格喪失 

（専門医資格の喪失と再認定） 

第13条 専門医が次の各号のいずれかに該当することとなった場合は，専門医資格認定 

委員会及び理事会の議を経てその資格を喪失する． 

（1） 専門医としての資格を辞退したとき 

（2） 定款第 9条の規定により会員としての資格を喪失したとき 

（3） 基盤学会専門医資格を喪失したとき 

（4） 専門医としてふさわしくない行為があったとき 

（5） 第 10条に定める専門医資格の更新条件を満たさないとき 

2. 資格喪失者は登録簿から削除される．また，認定証は速やかに返還するものと 

する． 

3. 第 1項第 4号による資格喪失者の専門医再認定については，資格喪失日から 2 

年以内に第 10 条第 3 号に定める研修実績を満たすか，新たに専門医試験に合格  

することを必要とする． 

 

 

第 6 章 教育研修講演 

（開催の目的等） 

第14条 本学会は，本学会認定手外科専門医の養成及び継続教育を目的とする教育研修 

講演（以下「研修講演」という）を開催する．その大綱及び地区別実施標準等は 

カリキュラム委員会が別に定めるものとする． 

2. 研修講演は，本学会学術集会や関連学会・研究会に連結するか，これと独立し 

て企画・実施することができる． 

 

（資格） 

第15条 研修講演の代表者は，原則として，本学会会員とし，学術集会，研究会の会長 

とする． 

2. 講師資格は，原則として, 本学会専門医又は同等以上の者（大学講師以上）を  

適格とする． 

 

（開催の手続き） 

第16条 研修講演は，カリキュラム委員会が開催を依頼する場合と，研修講演の開催を

企画する側がカリキュラム委員会に申請して認定を受ける場合とがある． 

2. カリキュラム委員会は，国内で開催される関連学会・研究会に対し，必要に応

じて独自の研修講演の企画・実施を要請することができる．その場合，  研修

講演の代表者は，第 19条に定める書式によりカリキュラム委員会に申請し，本

学会研修講演としての認定を受けることができる．カリキュラム委員会は，そ

の旨を本学会ホームページに公示する． 
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3. 国内で開催される国際学会における研修講演は，会長が本学会会員であり且つ 

正規の申請があればカリキュラム委員会で審査する．但し，国外で開催される学

会，国際会議の研修講演は，その会長が本学会会員であるか否かを問わず認定し

ない．   

4. 研修講演の代表者は，その内容（期日，会場，プログラム，講師名等）を公示 

し，受講者を募集する．地方研究会に連結して開催される研修講演は，原則とし

て，その地区に属する本学会会員及び専門医を優先することができる． 

5. 研修講演の主催者は，研修講演の認定を受けた後，1単位当たり 10,000円の事 

務費を納付しなければならない． 

6. 本条に定める研修講演を開催するための事前手続きは，原則として，研修講演 

開催日の 3～6カ月前に完了しなければならない． 

 

（認定基準） 

第17条 研修講演の認定基準は，1 講師・1 演題・1 時間を原則とし，詳細はカリキュラ

ム委員会内規に定める． 

 

（研修講演後の対応） 

第18条 研修講演代表者は，受講者に対し，次条に定める本学会教育研修講演受講証明 

（本学会事務局が作成）を発行し，研修講演終了後は速やかに報告書を本学会事

務局に提出しなければならない． 

2. 研修講演代表者は，受講者による講演内容の評価アンケート並びに教育内容の 

理解度に関する自己採点可能な自己評価テストを準備することが望ましい． 

 

 (書式) 

第19条 研修講演の開催・認定に係る書類は下記のとおりであり，その書式はカリキュ

ラム委員会が定め，事務局に常備する． 

（1） 認定教育研修講演開催依頼書（カリキュラム委員会が開催を依頼する場

合）(別紙 1様式 3-1) 

（2） 認定教育研修講演認定申請書（開催企画側がカリキュラム委員会に申請

して認定を受ける場合）（別紙 1様式 3-2） 

（3） 教育研修講演認定書（別紙 1様式 3-3） 

（4） 教育研修講演受講証明シール（別紙 1様式 3-4） 

（5） 教育研修講演報告書（別紙 1様式 3-5） 

 

 

第 7 章 認定研修施設 

（研修施設及び申請資格） 

第20条 研修施設は，基幹研修施設と関連研修施設からなるものとし，研修施設の認定 

を受けようとする施設は，手外科診療を行い得るに十分な設備を有していなけれ   

ばならない． 
2.    研修施設の認定を受けようとする施設は院内に、手外科に関する学習会、症例
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検討会を有していなければならない。 
   3.      研修施設の認定を受けようとする施設は院内に、医療安全に関する管理委員会

を有していなければならない。 

   4.      基幹研修施設は，次の(1)～(3)に定めるすべての要件を満たすことを要する． 

（1） 手外科の手術が 3 年間継続して 100 例／年以上あること但し，原則と

して別に定める手外科専門医研修カリキュラムに記載された疾患の手

術のみ症例数として数えることとする． 

（2） 臨床指導に当たる手外科専門医が 1 名以上常勤していること 

（3） 別紙 2 に定める手外科専門医研修カリキュラムに基づく研修ができる

こと 

（4） 前(1)項に該当しない場合でも，大学病院等はその背景を考慮し特別措

置として委員会の議を経て認定することができる． 

5.      関連研修施設は，次の(1)～(4)に定めるすべての要件を満たすことを要する． 

（1） 手外科の手術が 3 年間継続して 30 例／年以上あること 

  但し，原則として別に定める手外科専門医研修カリキュラムに記載され  

  た疾患の手術のみ症例数として数えることとする． 

（2） 専門医が常勤，又は専門医が定期的に指導していること 

（3） 別紙 2に定める手外科専門医研修カリキュラムに準じた研修ができる 

   こと 

（4） 基幹研修施設の長又は専門医の推薦を受け，関連研修施設の長が承諾し 

  ていること 

（5） 前(2)(3)項に該当しない場合でも，地域的背景を考慮し特別措置として 

  委員会の議を経て認定することができる． 

6.   新たに専門医を取得した専門医は取得後満１年間経過すれば、所属する施設に

ついて認定研修施設としての申請をする事が可能となる。 
 

7.     異動に関する特例として，専門医が，基幹研修施設又は関連研修施設として認

定されていない施設に異動した場合，1年の勤務実績があれば，3 年の手術件数の

集計を待たず 1 年間の手術件数などの実績により申請することができるものとす

る． 

 

（研修施設の申請） 

第21条 基幹研修施設或いは関連研修施設の認定を申請する者は，研修施設認定申請書 

（別紙 1 様式 4-1），又は関連研修施設認定申請書（別紙 1 様式 4-4）と関連研修

施設承諾書（別紙 1様式 4-5），及び施設内容証明書（別紙 1様式 4-2），実地修練

計画書（別紙 1様式 4-3）及び審査･登録料を添えて，施設認定委員会に提出する．

なお，一旦提出した書類及び審査･登録料は，理由の如何にかかわらず返還しない． 

2. 申請は施設長が行うものとし，随時行うことができる． 

3. 関連研修施設の認定を受けようとする施設からの直接の申請は受け付けない．

既に認定された基幹研修施設が関連研修施設の認定を申請することを原則とす 
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る． 

 

（研修施設の審査） 

第22条 申請のあった診療施設の認定審査は，施設認定委員会が行う． 

2. 施設認定委員会は，申請のあった診療施設について，第 14条に規定する申請資

格に則り，手外科専門医制度認定研修施設として適当であるか否かを審査する． 

3. 審査は，原則として，毎年 1 回書類審査によって行う．但し，施設認定委員会

が必要と認めたときは，実地調査を行うことができる．この際，実地調査に必

要な経費は，原則として申請施設の負担とする． 

4. 施設認定委員会は次の要項に従って審査を行う． 

（1） 委員会の成立は委員現在数の 2／3 以上とし，文書による委任は認めな 

  い． 

（2） 議事は出席者の過半数の同意によって決する． 

（3） 可否同数の場合は，委員長がこれを決する．   

 

（研修施設の認定及び登録） 

第23条 理事長は，前条の規定により施設認定委員会が適当と認めた施設に対し，理事

会の議を経て，認定研修施設としての認定証を交付する． 

2. 事務局に認定研修施設登録簿を置き，必要な事項を記載する． 

3. 認定された研修施設は，雑誌などにより公示されるものとする． 

 

（研修施設の審査・登録料） 

第24条 審査・登録料は，書類審査の場合は 1 施設につき 10,000 円とする．再審査・ 

登録料も同様に書類審査の場合は 10,000 円とする．但し，実地調査を行う場合は，

実地調査に必要な経費は，原則として申請施設の負担とする． 

 

（研修施設の認定更新） 

第25条 認定研修施設の認定期間は 3 年とする． 

2. 認定研修施設は 3 年ごとに必要書類を提出し，再審査を受けなければならな 

い． 

3. 施設認定委員会は 3 年ごとに研修施設の再審査を行い，研修施設として適当と

認めた場合は，理事長が理事会の議を経て，再認定する．但し，3 年に達しなく

とも委員会が再審査を必要とみとめた場合は，随時再審査を行うことができる． 

 

（研修施設の変動及び認定の取消） 

第26条 施設認定条件に変動が生じた場合，施設長は直ちに施設認定委員会に報告しな

ければならない． 

2. 理事長は，認定有効期限内であっても，施設認定委員会がその研修施設を不適

当と判断したときは，理事会の議を経て認定を取り消すことができる． 

3. この場合，施設認定証は速やかに返還するものとする． 
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附 則   

1. この規程の変更は，理事会において行う． 

2. この規程は，平成 22 年 5 月 13 日より施行する． 

3. この改正規定は、平成 23年 4月 17日より施行する． 

4. この改正規定は、平成 23年 8月 20日より施行する． 

5. この改正規定は、平成 23年 9月 25日より施行する．
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別紙 1 

 

 

申請書類内容 

 

1.専門医申請資料 

様式 1-1   専門医認定申請書 

様式 1-2 専門医研修記録総合成績表 

様式 1-3 施設一覧表 

様式 1-4 診療実績証明書 

様式 1-5 研修証明書 

様式 1-6 指導専門医一覧表 

様式 1-7 指導専門医証明書 

様式 1-8 学会・教育研修会参加等一覧表 

様式 1-9 学会発表一覧表 

様式 1-10 論文発表一覧表 

様式 1-11 講演一覧表 

様式 1-12 症例一覧表 

様式 1-13 研修カリキュラム対応疾患一覧表 

様式 1-14 検査一覧表 

様式 1-15 研修カリキュラム対応検査一覧表 

様式 1-16 処置一覧表 

様式 1-17 研修カリキュラム対応処置一覧表 

様式 1-18 病歴要約提出症例記録 

 

2.専門医更新申請資料 

 様式 2-1 専門医更新認定申請書 

  様式 2-2 専門医資格更新審査表 

 様式 2-3 施設一覧表 

 様式 2-4 診療実績証明書 

 様式 2-5 症例一覧表 

 様式 2-6 学会・教育研修会参加等一覧表 

 様式 2-7 学会発表一覧表 

 様式 2-8 論文発表一覧表 

 様式 2-9 講演一覧表  

 

3.教育研修講演申請資料 

様式 3-1   認定教育研修講演開催依頼書 

      （カリキュラム委員会が開催を依頼する場合） 

様式 3-2   認定教育研修講演認定申請書 

（開催企画側がカリキュラム委員会に申請して認定を受ける場合） 
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様式 3-3   教育研修講演認定書 

様式 3-4   教育研修講演受講証明シール 

様式 3-5   教育研修講演報告書 

 

4.研修施設申請書類 

様式 4-1 研修施設認定申請書 

様式 4-2 施設内容証明書 

様式 4-3 実地修練計画書 

様式 4-4 関連研修施設認定申請書 

様式 4-5 関連研修施設承諾書 

様式 4-6 異動に伴う特例認定申請書 

様式 4-7 基幹研修施設認定更新申請書 

様式 4-8 関連研修施設認定更新申請書 

 

5.手外科認定専門医（指導者責任者）の確認 認定証のコピー 

 

6.勤務証明書（コピー可） 申請施設の書式に従う． 
 


